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1.序章 

1-1.研究の背景と目的

本研究は、平成の大合併などを経て市町村の再編が進

んだ日本において、小規模自治体が大都市に吸収される

際の住民自治の変容に着目したものである。具体的に

は、合併後に生じる議員数の減少や予算配分の不公平に

よって、旧自治体の住民の声が十分に反映されにくくな

る問題を整理し、それを補完する住民主体の組織がどの

ように自治を機能させうるかを明らかにすることを目的

とする。 

近年、ブロックチェーン技術を基盤とする「DAO

（Decentralized Autonomous Organization：自律分散型

組織）」の概念が広まり、分散型ガバナンスの社会実装が

注目されている。本研究では、この DAO の観点を地域コ

ミュニティ運営に適用できる可能性を探る。そこで、合

併によって政令指定都市に組み込まれた旧藤野町（現相

模原市緑区）で展開されている「トランジション・タウ

ン藤野」の事例を取り上げ、地域住民が主体的に活動す

る様子を DAO 的視点で分析し、新たな自治モデルとして

どのように機能しているかを検討する。 

1-2. 研究の方法 

  (1) 既存文献や海外事例、ブロックチェーン・DAO関連

文献の整理を通じた理論的考察、(2) トランジション・

タウン藤野の運営実態に関する現地調査およびインタビ

ュー、(3) 相模原市議会議員・元藤野町役場職員への聞

き取りを行った。これにより、合併後の自治構造の変化

と住民主体組織の特徴を浮き彫りにし、DAO 理論に照らし

合わせて考察を進めた。 

2. DAO の特性分析 

2-1. DAO と地域 DAO の概要 

DAO（Decentralized Autonomous Organization）と

は、ブロックチェーン技術やスマートコントラクトを基

盤とし、中央管理者を置かずに自律分散的に運営される

組織形態を指す。コミュニティが共通の目的を持ち、投

票やトークンを通じて意思決定を行う点が特徴である。

一方、「地域 DAO」は、地域課題を対象にした DAO 的組織

であり、住民主体によるガバナンスや資金循環を意図す

る。本研究での DAO 分析では、(1) ビットコイン誕生以

降の技術的進化を踏まえ、(2) スマートコントラクト導

入に伴うガバナンス様式の多様化、(3) コミュニティ型

DAO の普及という歴史的変遷を整理し、DAO が必ずしも

「暗号資産ビジネス」だけのものではないという視点を

確認した。 

2-2. DAO の類型化 

 本論文では、DAO を大きく三つの視点から類型化した。

第一に「目的別」（社会貢献型、経済型、クリエイティブ

型など）、第二に「トークン利用方式別」（ガバナンスト

ークン型、NFT アクセストークン型、エンゲージメント型

など）、第三に「参加者の関与度合い別」（コアメンバー

主導、オープンコミュニティ、地域主導など）という切

り口である。さらに、DAO の成長を「構想・準備」「立ち

上げ」「拡張」「自律・分散型の安定運営」「進化・持続的

変革」の 5 段階モデルとして整理し、異なる段階の DAO

事例を比較検討した。これによって、DAO には技術的基盤

の違いや組織文化のあり方など、多面的なバリエーショ

ンがあることを示した。 

3. DAO 的な地域組織分析 

3.1. トランジション・タウン藤野 

合併後の旧藤野町で、住民主体の持続可能な暮らしを

目指す活動が「トランジション・タウン藤野」である。

脱化石燃料・地域レジリエンスの強化を掲げ、エネルギ

ーや食糧、コミュニティ通貨など多岐にわたるプロジェ

クトを“ワーキンググループ”として進める姿は、まさ

に技術には依存しない“DAO 的”な自律分散型組織といえ

る。リーダーを固定せず、「やりたい人がやりたい時にや

る」という分散型ガバナンスを実践してきた結果、初期

コアメンバーが退いても活動が続く強靭なコミュニティ

文化を築いている。 

 類型化した DAO の観点からトランジションタウン藤野

を分析した結果、住民主体でプロジェクトを立ち上げる

点や、合議制を重視しリーダー不在のネットワークを形
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成する点は、DAO の「分散型ガバナンス」「エコシステム

化」に近いと確認され。さらに、住民主導の意思決定が

コストをかけずに成立するために、「顔が見える関係」

「互助の精神」を維持し続けるコミュニケーション術が

機能していることが明らかとなった。 

表 1 DAO の観点からみたトランジション・タウン藤野 

 

 

 

 

 

 

3.2. 地域通貨よろづ屋 

トランジション・タウン藤野の代表的プロジェクトの

一つが、通帳型の地域通貨「よろづ屋」である。参加者

同士がメーリングリストを通じて「ギブミー／ギブユ

ー」の情報交換を行い、物やスキルを互いに融通する。

マイナス残高を肯定する設計や事務局の介入を最小化し

た運営方式は、スマートコントラクトのような技術を使

わずとも「自律分散型」の信用創造が可能な好例となっ

ている。調査では、参加者へのヒアリングから「よろづ

屋はコミュニティを強化し、移住者が地域に溶け込む窓

口になっている」ことや、「中央管理なしで循環する仕組

み」が長年続いている事実が確認され、スマートコント

ラクトなどの技術は用いてないが地域通貨がトークン的

な機能をしており DAO 的な役割を通じて地域のコミュニ

ティの促進を促していることが明らかとなった。 

  

 

 

 

図 1 よろず屋の通帳 

4. DAO 的な地域組織の自治の可能性 

合併後の旧藤野町では、議員数減少や予算配分の不利な

どによって山間地域の声が大きな市政に埋没しがちであ

る。元藤野町役場職員や旧藤野町出身の市議会議員によ

れば、従来の町単位の小回りの利く自治が失われ、住民

は行政から遠くなった実感を持つという。しかしなが

ら、同時にトランジション・タウン藤野や地域通貨が住

民同士の互助や課題解決を支え、自治の一部を事実上担

う形になっている。 

このように、自律分散型のコミュニティが自治の受け皿

として機能する例は、DAO の思想と重なる部分が大きい。

合併による大規模化・中央集権化の課題を緩和するた

め、住民が緩やかに連携し課題を解決する仕組みを持つ

“DAO 的地域組織”が現実的で有効な選択肢となりうる。 

5. 結論 

本研究では、ブロックチェーン技術に着目した自律分

散型組織（DAO）の理論的変遷と多様な類型化を整理し、

それを地域コミュニティに適用することで、トランジシ

ョン・タウン藤野と地域通貨「よろづ屋」がどの程度

「DAO 的」な運営を実践しているかを分析した。その結

果、トランジション・タウン藤野は、明示的なスマート

コントラクトはブロックチェーンなどの技術的基盤は用

いないものの、住民主体の合意形成や緩やかなコミュニ

ケーションを通じて、分散型ガバナンス体現しているこ

とが明らかとなった。 

 また、地域通貨よろづ屋のように、人的なコミュニケ

ーションと最低限のルールだけで互助経済を成立させる

事例は、技術依存ではなくコミュニティ文化を基盤とし

た DAO 的運営の可能性を強く示唆する。これは、合併後

の住民自治が後退する状況を補完し、山間部特有の課題

や小さな日常の困りごとを住民自らが解決していくとい

う点で、大規模自治の限界を補う実践的な意味を持ち、

地方創生や合併後自治の課題を抱える地域が、自律分散

型の住民組織を構築するうえで重要な示唆を与えると考

えられる。今後、地方創生やデジタル技術の応用が一層

進む中で、トランジション・タウン藤野に見られる自律

分散型コミュニティは、自治体内分権や地域 DAO のあり

方を考える上で貴重な先行モデルとなると考えられる。  
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